








( 資料 1 「 ) 

厚生労働省における 主な花粉症対策について 

l]. 花粉症に対するこれまでの 対瑚 

(]) 相談体制の整備 
  都道府県に対してリウマチ・アレルギー 相談員養成研修事業の 実施 

( 平成 13 年 12 月～ ) 
  「花粉症相談マニュアル (Q&,A Ⅱの作成・配布 ( 平成 17 年 1 月 ) 

(2) 正しい情報の 提供 
・ 厚生労働省ホームページに「花粉症特集」を 掲載 ( 平成 ]6 年 W2 月～ ) 

  厚生労働省主催「花粉症シンポジウム」開催 ( 平成 17 年 ] 月 ) 
  一般向けパンフレット T 的確な花粉症の 治療のために 山を作成・配布 

( 平成 ]7 年 2 月 ) 

(3) 適切な医療の 確保 
  医療法上の標桂村として「アレルギ 一科」を新設 ( 平成 8 年 9 月 ) 

  鼻 アレルギー診療ガイドラインの 作成・普及 ( 平成 ]4 年 3 月 ) 
  国立病院機構相模原病院の 協力で、 「リウマチ・アレルギー 情報セン 

ター」ホームページ 内 (http://WwW.a@le 「 gy.go.jP)  に医療機関向け 専 
円相談窓口を 開設 ( 平成 17 年 ] 月 ～ ) 
  「 PEES, 療 従事者等向け Q&,A 」の作成・配布 ( 平成 ]7 年 1 月 ) 

(4) 研究の推進 
  アレルギー疾患について 研究事業を開始 ( 平成 4 年～ ) 

  独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センターと 理化学研究 

所横浜研究所免疫・ ァ レルギ一科学総合研究センタ 一間で共同研究を 開 
ム i ダ Ⅱ ( 平成 16 年度～ ) 
米 当初は期間 5 年でスギ花粉症に 対する根治的な 治療法 ( ワクチン等 ) の開発 

2. 今後の対「 

厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・アレルギ 一対策委員会において、 今夏 
を目途にアレルギー 疾患克服に向けた 対策指針をまとめることとしている。 
なお、 本年 3 月 7 日に第 1 口目の委員会を 開催したところであ る。 
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